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研究成果の概要（和文）：1960 年代以降日本各地で展開されてきた公害教育運動について、地

域研究（水俣市・出水市、四日市市、大阪市、青森県六カ所村）、理論研究（藤岡貞彦の公害教

育論の再検討）、比較研究（イギリス社会批判的環境教育、カナダ先住民環境教育）を通して、

その主な特徴を明らかにした。４人の研究分担者と９人の研究協力者とで定例研究会と現地調

査を積み重ね、比較環境教育生成史研究の第一歩を踏み出すことができた。 

 
研 究 成 果 の 概 要 （ 英 文 ）： We have studied Educational Movements against 

Kogai(environmental disruption) which have developed since the 1960’s at the various 

parts of Japan through regional study(Minamata-city & Izumi-city, Yokkaichi-city, 

Osaka-city, Rokkasho-village), theoretical study(reconsidering study of Kogai Education by 

Sadahiko Fujioka) and comparative study(socially-critical environmental education in the 

UK, environmental education for the first people in Canada) and could clarify the main 

features of them.  We, 4 researchers and 9 assistant researchers, have organized regular 

meetings and regional surveys, and could make a step toward comparative historical study 

of environmental education. 
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１．研究開始当初の背景 

環境教育研究は国内的にも国際的にも次第
に組織化されてきているが、そのなかにあっ
て環境教育についての歴史的研究、すなわち
環境教育史研究は内外ともに未だ十分に展
開されるに至っていない。日本における環境
教育の出発点のひとつとされる公害教育運

動については、個別の研究が積み重ねられつ
つもその総体を把握する研究が試みられて
いない。 

 

２．研究の目的 

日本において 1960 年代以降展開されてきた
公害教育運動について、以下「３」で述べる
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３つのアプローチを通して、その地域的展開
の諸相、教育学研究における引き取り方、そ
して同時代の他国の環境教育運動との異動、
を明らかにする。それによって環境教育史研
究を構築するための第一歩を踏み出すこと
をあわせて目的とする。 

 

３．研究の方法 

以下の３つのアプローチを採用した。 
① 地域研究：公害教育運動が展開された地

域のうち４箇所（水俣市・出水市、四日
市市、大阪市、青森県六ヶ所村）を選び、
資料の所在を探索しつつ、運動の概要を
把握する。 

② 理論研究：公害問題と向き合った日本の
教育学研究の代表的かつ先駆的事例とし
て藤岡貞彦の業績に注目し、その公害教
育論の再評価を行う。 

③ 比較研究：イギリスの社会批判的環境教
育とカナダの先住民環境教育の研究及び
実践の動向を把握する。 
 

４．研究成果 
成果については以下の通りである。 
① 地域研究については、水俣市・出水市、

大阪市、四日市市、青森県六ヶ所村で調
査を行い、資料の所在と運動の概要を把
握することができた。すなわち、水俣市
については、水俣病対策市民会議の成立
から教師たちによる水俣病の授業の組織
化、そして水俣病センター相思社による
「水俣病を伝える」取り組みの創始に至
る一連の経緯を明らかにした。また、出
水市においては、高校教師・鎮守寛を中
心に 1970 年前後に出水市における「水俣
病の教育」の取り組みの概要を把握した。
大阪市については西淀川公害の下での喘
息児サマー・キャンプの展開過程を検討
した。四日市市については、公害市民塾
の担い手である澤井余志郎のライフヒス
トリーの一端を明らかにした。六カ所村
については、むつ小川原開発下の開発問
題懇談会の取り組み、及び下北半島の核
開発問題と向き合った３人の女性たちの
物語を分析した。 

② 理論研究については、藤岡貞彦の 1960 年
代半ば以降の公害教育に関する諸論稿を
検討し、その理論的構造と研究史的位置
について確認することができた。すなわ
ち、1960 年代半ばから「公害と教育」問
題の研究に関心を抱いた藤岡が、日教組
＜公害と教育＞分科会、＜公害と教育＞
研究会、国民教育研究所＜環境と教育＞
研究委員会にかかわりながら自らの公害
教育研究を展開し、それを『教育の計画
化』（1977 年）において「教育権と環境
権の統一」「教育環境論の構築」等の一連

の理論問題に定式化したことを明らかに
した。その作業によって、藤岡は日本に
おける社会批判的環境教育研究への途を
切り開いた、と評価することができる。 

③ 比較研究については、イギリスの社会批
判的環境教育とカナダの先住民環境教育
についての調査を行い、それらの研究動
向と実践動向の概要をつかむことができ
た。すなわち、イギリスについては、ジ
ョン・ハックルの 1960 年代から 90 年代
にかけての社会批判的環境教育論の構築
過程をその社会的文脈とともに析出した。
またカナダについては、同国の環境教育
史における先住民環境教育の位置づけに
ついての検討を行った。 

 公害教育運動の研究については、1970 年代
から 90 年代初頭にかけて藤岡貞彦や福島達
夫によってその教育的意義や教育研究にお
ける問題性の探究がなされたが、90年代末以
降はとりわけ若手研究者たちによって個別
地域の研究が徐々に積み上げられてきたも
のの、その全体をどう観るか、という議論は
十分なされてこなかった。また、さきにも指
摘したように、日本の環境教育研究において
は、この運動そのものが必ずしも十分注目さ
れてこなかった。本研究は、そうした状況に
あって、地域研究・理論研究・比較研究とい
う３つのアプローチを組み合わせることに
よって、公害教育運動の全体像を見通す初め
ての試みである。国内外で関係者の物故が続
き、また 311 の一連の出来事が発生するなど
して、調査にはかなりの困難も生じたが、当
初の予定にそれほど大きな隔たりを生じさ
せることなく３年間の共同研究を終えるこ
とができた。 
 地域研究の積み重ねは一定程度進んだも
のの、それらが同時代のなかでどのようなネ
ットワークを築きながら、どのように展開
（あるいは衰退）していったのか、そこに藤
岡らの知識人たちはどのようにコミットし
ていったのか、など、公害教育運動の全体的
な形をつまびらかにするためにはまだすべ
き作業は多い。また、その作業に取り組みつ
つ、日本の公害教育運動を同時代のイギリス
やカナダにおける運動と比較し、世界の環境
教育生成史における日本の公害教育運動の
位置づけを明らかにする作業も、両国の動向
のさらなる分析をふまえつつ、進めていかね
ばならない。そうした作業を総合的にすすめ
ながら、環境教育史研究の課題と方法につい
て、国内外の研究蓄積をふまえて検討してい
くことも重要な課題である。 
 なお、当初は環境教育史関連資料のアーカ
イブスづくりの方法についても検討を目指
していたが、それについては十分検討するこ
とができなかった。今後の課題としたい。 
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